
第 1 号議案 令和８年度事業計画（案）について

１．基本方針（案）

令和８年度は、引き続き中期経営計画に沿い、当基金の設立目的である本県農林水産業の

担い手確保育成に向けて、下記公益目的事業に関係機関・団体等と緊密な連携を図りながら

積極的に取り組む。

（１） 農林水産業担い手青年の育成に関する事業（公１）

（２） 長崎県青年農業者等育成センター事業（公２）

（３） 就農給付金事業（公３）

（４） 新規就農者支援研修事業（公５）

２．取組方針（案）

（１）公 1 については、基金設立意義を果たすため、基本的には現在の事業規模を維持する

ものの、対象とする組織数の減少を考慮する。

（２）公２～５の事業については、収支相償を前提に国・県の事業に取り組む。

・就農支援資金（公２）の延滞金回収に努め、県への償還財源について延滞金回収状況に

応じ対応方針を検討する。

（３）公益目的事業の円滑な推進を図るため、効率的かつ安定的な運営に努める。

・年度当初の運転資金として、預金期首残高１５，０００千円以上を確保する。

・事業費の確保に向けて、先の見通しを立てながら、基本財産の取崩しと合わせて運用益

確保策を調査・検討する。また、これまで基本財産の取崩しは県出捐分で実施してきた

が、市町の協力が得られたことから必要に応じて令和９年度からは市町出捐分の取崩し

を行う。

（４）公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の一部を改正する法律(令和７

年４月１日施行)への適切な対応をはじめ、関係法令を遵守して運営する。

３．会議等の開催（案）

（１）理事会  ５月、３月

（２）評議員会 ６月

上記のほか、定款に基づき必要がある場合に開催する。（書面開催を含む）



４．公益目的事業計画（案） ＮＯ１

公１　農林水産業担い手青年の育成に関する事業 （単位：円）

区
分

事業名 内　容 助成内容・助成額
R7年度
予算

R7年度
決算見込

R8年度予算案

○単　協 25集団 22集団 25集団

　・事業費の1/2以内

　　（上限150,000円）

　・グループ定額＋会員割

　　31,000円＋1人800円

 　（30歳以下のみ対象）

小　計 1,060,000 839,600 1,060,000

○専門部活動  16集団  14集団  16集団

プロポーザル事業費の1/2以内

1グループ78,000円を上限

小　計 1,200,000 1,092,000 1,200,000

 九州大会発表  九州大会発表  九州大会発表

　78,000×4集団 　78,000×4集団 　78,000×4集団

小　計 312,000 312,000 312,000

○地区連

　・事業費の1/2以内 6地区 6地区 6地区

各地区青年農業者連絡協議会  140,000×2地区  140,000×3地区  140,000×2地区

　  1～ 20人以下　140,000円  157,000×2地区  157,000×2地区  157,000×2地区

　 21～ 40人以下　157,000円  175,000×1地区  250,000×1地区  175,000×1地区

　 41～ 60人以下　175,000円  300,000×1地区  300,000×1地区

　 61～ 80人以下　190,000円

　 81～100人以下　204,000円

　101～150人以下　250,000円

　151～200人以下　300,000円

　201～250人以下　360,000円

　251～300人以下　425,000円

　301人以上　     500,000円

小　計 1,069,000 984,000 1,069,000

○県　連

事業費の1/2以内

長崎県青年農業者協議会

小　計 300,000 300,000 300,000

事　業　計 3,941,000 3,527,600 3,941,000

事　業　計 730,000 730,000 730,000

事業費の1/2以内  11件  11件  11件

○JA女性組織協議会    315,000円  315,000×1団体  315,000×1団体  315,000×1団体

○JA青年部            315,000円  315,000×1団体  315,000×1団体  315,000×1団体

 238,000×6地区  238,000×6地区  238,000×6地区

 150,000×1地区  150,000×1地区  150,000×1地区

○県農業士協議会 　   315,000円  315,000×1団体  315,000×1団体  315,000×1団体

事　業　計 2,838,000 2,838,000 2,838,000

7,509,000 7,095,600 7,509,000

○漁業士実践活動 定額

○漁業士視察研修 2,890,000 2,740,000 2,890,000
  事業費の7/10以内

○グループ活動支援

  事業費の5/10以内

事　業　計 2,890,000 2,740,000 2,890,000

2,890,000 2,740,000 2,890,000

4組織（2名以上）、上限20,000円/人 2組織(8名）

200,000 95,052 200,000

200,000 95,052 200,000

10,599,000 9,930,652 10,599,000

共
通
事
業

担い手定
着促進事
業

婚活イベントに参画する
青年農業者・漁業者等の
組織活動を支援すること
で、地域の活性化を目指
す。

共通事業計

 315,000×1団体  315,000×1団体  315,000×1団体

農林関係事業計

合　　　計

1団体
  300,000×1団体

1団体
  300,000×1団体

青年農業
者活動支
援事業

　青年農業者が県外で行う
研修会やプロジェクト発表
会の開催を支援するととも
に、全国の青年農業者が集
う研修会、情報交換会への
参加を支援することで、将
来の本県農業を担う青年農
業者の資質の向上を図る。

定額

県青年農業者協議会

 1団体
  730,000×1団体

担い手
活動促進
事業

各組織が連携し農業青
年を育成するとともに、
地域振興や活性化に寄与
する活動並びに男女共同
参画の推進に係る事業を
実施する。

水
産
関
係
事
業

漁業士等
実践活動
支援事業

漁業士会等への支援を
行い、漁村の活性化を図
り優れた漁業後継者を育
成する。

水産関係事業計

○地区農業士協議会    238,000円

○県農業高校農業後継者　315,000円
　育成連絡協議会

 1団体
  730,000×1団体

 1団体
  730,000×1団体

農
業
関
係
事
業

農業青年
プロジェ
クト活動
等支援事
業

　農業青年のグループ員
の共同研究活動やグルー
プ活動等に対して助成し
優れた農業後継者を育成
する。

　共同プロジェクトを九州大会におい
て発表する単協もしくは専門部活動へ
は、上記要件と別枠で78,000円加算す
るものとする
（使途は、旅費およびプロジェクト活
動費に限る）

1団体
  300,000×1団体



Ｎｏ.２

（単位：円）

区分 事業名 助成内容・助成額 R7年度予算 R7年度決算見込 R8年度予算案

公２ 内　訳

公３ 希望交付額（積算）

内　訳

公５ 内　訳

○　資金調達及び設備投資の見込み

「なし」

内　　容

(92,250,000)

9,382,000

(42,125,000) (80,025,000)

7,923,000 5,849,646 7,923,000

9,382,000

2,761,9423,300,000

長
崎
県
青
年
農
業
者
等

育
成
セ
ン
タ
ー

事
業

・就農相談、就農啓発費用
　9,225,600
　　就農相談件数（目標）：120件

新規就農者育成総合
対策（就農準備資金）
　次世代を担う農業者
となることを志向し、就
農に向けて、研修機関
等において研修を受
ける者に対して、資金
を交付する事業。

・高度セミナー派遣などの事業費等
　2,157,000

・事務費　452,000

・就農支援資金償還事務費
　156,400

就
農
給
付
金
事
業

1,650,000×45名 =74,250,000
  825,000×  7名 = 5,775,000
              計52名 =80,025,000

　交付を受ける新規就農者数（目
標）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：25
人

3,300,000

　国の就農支援事業を
活用し、就農希望者へ
農業技術習得の支援
を行うため新規就農相
談センター等での基
礎研修と先導的農家・
農業法人等での実践
研修を実施する。ま
た、就農支援専門員を
配置し、巡回指導によ
る研修支援を行う。

　
新
規
就
農
者
支
援

　
　
　
　
研
修
事
業

・就農支援専門員2名ほか
　（給料、手当、社会保険料）
　5,766,000
　研修就労者数（目標）：20人

・事務補助給料､手当､社会保険料
　2,848,000

農
業
関
係
事
業

　就農支援資金の償
還事務、就農相談窓
口業務の実施、県内
外で行われる新規就
農相談会への参加、
新規就農事例集や就
農啓発用のポスター、
チラシ等の資料を作
成。

9,382,000



第２号議案 令和８年度収支予算（案）について

（単位：円）
科　　　目 予 算 額 前年度予算額 増   減 備　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
    (1) 経常収益
        基本財産運用益 3,337,000 3,285,000 52,000
          基本財産受取利息振替額 3,337,000 3,285,000 52,000
        特定資産運用益 5,243,000 5,232,000 11,000
          特定資産受取利息 5,243,000 5,232,000 11,000
          特定資産受取違約金 0 0 0
        受取入会金 0 0 0
        受取会費 0 0 0
        事業収益 0 0 0
          事業収益 0 0 0
        受取補助金等 20,605,000 20,605,000 0
          受取地方公共団体補助金 20,605,000 20,605,000 0
        受取負担金 0 0 0
        受取寄付金 0 0 0
        雑収益 0 0 0
      経常収益計 29,185,000 29,122,000 63,000

    (2) 経常費用
        事業費 33,204,000 33,551,000 △ 347,000
          給料手当 11,089,000 11,627,000 △ 538,000
          賞与引当金繰入額 0 0 0
          臨時雇賃金 3,851,000 3,987,000 △ 136,000
          福利厚生費 1,942,000 2,249,000 △ 307,000
          旅費交通費 1,365,000 1,224,000 141,000
          通信運搬費 521,000 298,000 223,000
          消耗什器備品費 0 0 0
　　　　　減価償却費 0 0 0
          消耗品費 302,000 344,000 △ 42,000
          修繕費 0 0 0
          印刷製本費 890,000 890,000 0
          燃料費 165,000 170,000 △ 5,000
          賃借料 1,807,000 1,544,000 263,000
　　　　　租税公課 1,000 1,000 0
          諸謝金 675,000 420,000 255,000
          支払助成金 10,320,000 10,599,000 △ 279,000
          委託費 30,000 30,000 0
          雑費 246,000 168,000 78,000
        管理費 3,499,000 3,423,000 76,000
          給料手当 1,817,000 1,900,000 △ 83,000
          賞与引当金繰入額 0 0 0
　　　　　臨時雇賃金 0 0 0
          福利厚生費 590,000 555,000 35,000
          会議費 4,000 4,000 0
          旅費交通費 49,000 48,000 1,000
          通信運搬費 56,000 25,000 31,000
          消耗什器備品費 0 0 0
　　　　　減価償却費 0 0 0
          消耗品費 100,000 100,000 0
          燃料費 18,000 15,000 3,000
          賃借料 130,000 90,000 40,000
          租税公課 6,000 6,000 0
          委託費 660,000 660,000 0
          雑費 27,000 20,000 7,000
      経常費用計 36,703,000 36,974,000 △ 271,000
        評価損益調整前経常増減額 △ 7,518,000 △ 7,852,000 334,000

収  支  予  算  書　（案）

令和 ８ 年 ４ 月 １ 日 から 令和 ９ 年 ３ 月 ３１ 日 まで



（単位：円）
科　　　目 予 算 額 前年度予算額 増   減 備　考

        基本財産評価損益等 0 0 0
        特定資産評価損益等 0 0 0
        投資有価証券評価損益等 0 0 0
        評価損益等計 0 0 0
        当期経常増減額 △ 7,518,000 △ 7,852,000 334,000

  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益
        固定資産売却益 0 0 0
        固定資産受贈益 7,000,000 7,000,000 0
　　　　貸倒引当金戻入 1,250,000 1,250,000 0
      経常外収益計 8,250,000 8,250,000 0
    (2) 経常外費用
        固定資産売却損 0 0 0
        固定資産減損損失 0 0 0
　　　　減価償却費 0 0 0
　　　　貸倒引当金繰入額 1,280,000 1,250,000 30,000
      経常外費用計 1,280,000 1,250,000 30,000
        当期経常外増減額 6,970,000 7,000,000 △ 30,000
        当期一般正味財産増減額 △ 548,000 △ 852,000 304,000
        一般正味財産増減額 △ 548,000 △ 852,000 304,000
        一般正味財産期首残高 20,622,389 20,202,821 419,568
        一般正味財産期末残高 20,074,389 19,350,821 723,568

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　基本財産運用益
　　　基本財産受取利息 3,337,000 3,285,000 52,000
        受取補助金等 0 0 0
        受取負担金 0 0 0
        受取寄付金 0 0 0
        固定資産受贈益 7,000,000 7,000,000 0
        基本財産評価益 0 0 0
        特定資産評価益 0 0 0
        基本財産評価損 0 0 0
        特定資産評価損 0 0 0
        一般正味財産への振替額 10,337,000 10,285,000 52,000
          当期指定正味財産増減額 △ 7,000,000 △ 7,000,000 0
          指定正味財産期首残高 342,977,000 349,977,000 △ 7,000,000
          指定正味財産期末残高 335,977,000 342,977,000 △ 7,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高
        正味財産期末残高 356,051,389 362,327,821 △ 6,276,432



【当期予算】 （単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
    (1) 経常収益
        基本財産運用益 3,337,000 0 0 0 3,337,000 0 3,337,000
          基本財産受取利息振替額 3,337,000 0 0 0 3,337,000 0 3,337,000
        特定資産運用益 3,670,000 0 0 0 3,670,000 1,573,000 5,243,000
          特定資産受取利息 3,670,000 0 0 0 3,670,000 1,573,000 5,243,000
          特定資産受取違約金 0 0 0 0 0 0 0
        受取入会金 0 0 0 0 0 0 0
        受取会費 0 0 0 0 0 0 0
        事業収益 0 0 0 0 0 0 0
          事業収益 0 0 0 0 0 0 0
        受取補助金等 0 9,382,000 3,300,000 7,923,000 20,605,000 0 20,605,000
          受取地方公共団体補助金 0 9,382,000 3,300,000 7,923,000 20,605,000 0 20,605,000
        受取負担金 0 0 0 0 0 0 0
        受取寄付金 0 0 0 0 0 0 0
        雑収益 0 0 0 0 0 0 0
      経常収益計 7,007,000 9,382,000 3,300,000 7,923,000 27,612,000 1,573,000 29,185,000

    (2) 経常費用
        事業費 12,599,000 9,382,000 3,300,000 7,923,000 33,204,000 0 33,204,000
          給料手当 1,797,000 4,305,000 0 4,987,000 11,089,000 0 11,089,000
          賞与引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 0
          臨時雇賃金 0 1,070,000 2,602,000 179,000 3,851,000 0 3,851,000
          福利厚生費 297,000 766,000 279,000 600,000 1,942,000 0 1,942,000
          旅費交通費 12,000 1,121,000 24,000 208,000 1,365,000 0 1,365,000
          通信運搬費 45,000 368,000 80,000 28,000 521,000 0 521,000
          消耗什器備品費 0 0 0 0 0 0 0
　　　　　減価償却費 0 0 0 0 0 0 0
          消耗品費 42,000 120,000 70,000 70,000 302,000 0 302,000
          修繕費 0 0 0 0 0 0 0
          印刷製本費 0 890,000 0 0 890,000 0 890,000
          燃料費 4,000 60,000 40,000 61,000 165,000 0 165,000
          賃借料 36,000 639,000 150,000 982,000 1,807,000 0 1,807,000
　　　　　租税公課 0 1,000 0 0 1,000 0 1,000
          諸謝金 0 0 0 675,000 675,000 0 675,000
          支払助成金 10,320,000 0 0 0 10,320,000 0 10,320,000
          委託費 0 30,000 0 0 30,000 0 30,000
          雑費 46,000 12,000 55,000 133,000 246,000 0 246,000
        管理費 0 0 0 0 0 3,499,000 3,499,000
          給料手当 0 0 0 0 0 1,817,000 1,817,000
　　　　　賞与引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 0
          臨時雇賃金 0 0 0 0 0 0 0
          福利厚生費 0 0 0 0 0 590,000 590,000
          会議費 0 0 0 0 0 4,000 4,000
          旅費交通費 0 0 0 0 0 49,000 49,000
          通信運搬費 0 0 0 0 0 56,000 56,000
          消耗什器備品費 0 0 0 0 0 0 0

公２：青年農業者等
育成センター事業

公５：新規就農者支
援研修事業

合計
小計

公１：農林水産業担
い手青年の育成に関
する事業

公３：就農給付金事
業

収支予算書内訳表(案）

令和 ８ 年 ４ 月 １ 日 から 令和９ 年 ３ 月 ３１ 日 まで

勘定科目

公益目的事業会計

法人会計



【当期予算】 （単位：円）

　　　　　減価償却費 0 0 0 0 0 42,000 42,000
          消耗品費 0 0 0 0 0 100,000 100,000
          燃料費 0 0 0 0 0 18,000 18,000
          賃借料 0 0 0 0 0 130,000 130,000
          租税公課 0 0 0 0 0 6,000 6,000
          委託費 0 0 0 0 0 660,000 660,000
          雑費 0 0 0 0 0 27,000 27,000
      経常費用計 12,599,000 9,382,000 3,300,000 7,923,000 33,204,000 3,499,000 36,703,000
        評価損益調整前経常増減額 △ 5,592,000 0 0 0 △ 5,592,000 △ 1,926,000 △ 7,518,000
        基本財産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0
        特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0
        投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 0 0 0
        評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0
        当期経常増減額 △ 5,592,000 0 0 0 △ 5,592,000 △ 1,926,000 △ 7,518,000

  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益
        固定資産売却益 0 0 0 0 0 0 0
        固定資産受贈益 4,900,000 0 0 0 4,900,000 2,100,000 7,000,000
        貸倒引当金戻入 0 1,250,000 0 0 1,250,000 0 1,250,000
      経常外収益計 4,900,000 1,250,000 0 0 6,150,000 2,100,000 8,250,000
    (2) 経常外費用
        固定資産売却損 0 0 0 0 0 0 0
        固定資産減損損失 0 0 0 0 0 0 0
　　　　減価償却費 0 0 0 0 0 0 0
　　　　貸倒引当金繰入額 0 1,280,000 0 0 1,280,000 0 1,280,000
      経常外費用計 0 1,280,000 0 0 1,280,000 0 1,280,000
        当期経常外増減額 4,900,000 △ 30,000 0 0 4,870,000 2,100,000 6,970,000
        当期一般正味財産増減額 △ 692,000 △ 30,000 0 0 △ 722,000 174,000 △ 548,000
        一般正味財産増減額 △ 692,000 △ 30,000 0 0 △ 722,000 174,000 △ 548,000
        一般正味財産期首残高 23,577,708 △ 2,662,433 △ 245,900 △ 534,048 20,135,327 487,062 20,622,389
        一般正味財産期末残高 22,885,708 △ 2,692,433 △ 245,900 △ 534,048 19,413,327 661,062 20,074,389

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　基本財産受取利息 3,337,000 3,337,000 0 3,337,000
        受取補助金等 0 0 0 0 0 0 0
        受取負担金 0 0 0 0 0 0 0
        受取寄付金 0 0 0 0 0 0 0
        固定資産受贈益 7,000,000 0 0 0 7,000,000 0 7,000,000
        基本財産評価益 0 0 0 0 0 0 0
        特定資産評価益 0 0 0 0 0 0 0
        基本財産評価損 0 0 0 0 0 0 0
        特定資産評価損 0 0 0 0 0 0 0
        一般正味財産への振替額 10,337,000 0 0 0 10,337,000 0 10,337,000
          当期指定正味財産増減額 △ 7,000,000 0 0 0 △ 7,000,000 0 △ 7,000,000
          指定正味財産期首残高 342,977,000 0 0 0 342,977,000 0 342,977,000
          指定正味財産期末残高 335,977,000 0 0 0 335,977,000 0 335,977,000

Ⅲ　正味財産期末残高
        正味財産期末残高 358,862,708 △ 2,692,433 △ 245,900 △ 534,048 355,390,327 661,062 356,051,389

合計公２：青年農業者等
育成センター事業

公５：新規就農者支
援研修事業

勘定科目

公益目的事業会計

法人会計公１：農林水産業担
い手青年の育成に関
する事業

公３：就農給付金事
業

小計


